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夏旨 ：開 口 率が 0．4 を上 回る耐震壁が既存建 物に は 多く存在 し，耐震性能 を評価す る上 で 問

題 となっ て い る。 本研究では ， 開口率が 0．4 前後で ， 開 口が偏在 し， か つ 多層に渡 る連層耐

震壁 の 静的載荷実験を行 い
， せ ん断耐力を評価 した。建築学会規準の 開 口低減率を靭性保証

型指針 または防災協会耐震診断基準の せ ん断耐力式 に乗 じる事に よっ て ，本実験試験体の せ

ん断耐力を安全側に評価できた。また，短 ス パ ン梁に入 力するせ ん断力を概算する手法を示

し，短 ス パ ン梁せん断 終局時 の 入力せ ん断力 は，靭性保 証型指針 で 算定 したせん 断耐 力 と概

ね
一
致 して い る こ とを確認 した 。

キー
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ー ド ：連層耐震壁 ， 偏在開口 ， 開 口 周比，低減率 ，

せ ん 断耐力 ， 短ス パ ン梁

1．は じめに

　鉄筋 コ ン ク リ
ー

ト （以下 RC と略記 ）造建物

の 主 要な耐 震要 素 として採 用 され る耐 震壁 は建

築計 画 上 の 要求 に よ り開 口 を有す る場合が 多い 。

無開 口 耐震壁 に関 し ては ，主要な耐震要素 と し

て の 設 計手法が確立 され て い る
1）　2）

。

　有開 口耐 震壁は ， 建築学会規準
3）

お よび防災

協会耐震診断基準
4）
にお い て は 開口率を用 い て ，

無開 口 耐震壁の せ ん断耐力を低減する方法が示

され て い る 。
こ の 開 口 率は開 口 の 大き さ が 同 じ

で あれ ば開 口 位置 に無関係に値が決定で き るの

で 実用式 として は簡便で あ る。但 し，開 口 率が

O．4 を超 え る壁に つ い て は ， 耐震壁 と して扱わず ，

ラ
ーメ ン解法に よっ て 応力を求め，断面算定も

梁お よ び 柱に準 じて 行 う。

　しか し ， 開 口率が 0，4 を上回 る耐震壁が 既 存建

物に は多 く存在 し，耐震壁の 耐震性能を評価す

る上で 問題 となっ て い る。文献 3）では 開 口率が

0．4 を超 え て も安全 率は確 保 で きる実験 デー
タ

が示 され て お り ， さ らな る検討が必要 と考え ら

れ る。また ，有開 口 耐震 壁 の せ ん断耐力 の 評 価

方法に 関する研究は 過去 に行われて い るが ，開

口 面積が等 し くて も開 口 の 形状，位置 の 相違に

よ り水 平耐 力が異 な ると い う報告もある
5）。

　そ こ で本研 究 は ， 開 口率 が 0．4前後 で開 口が偏

在 し，か つ 多層 に 渡 るた め ， コ ン ク リ
ートの 圧

縮束形成が 困難で あるよ うな RC 造耐震壁 の 静

的載荷実験 を行 い
， そ の せ ん断耐 力 を評価す る

こ とを 目的 と して い る 。 また ， 現在 ， 耐震 壁 の

設計にお い て は検討を要 さな い短ス パ ン梁の 挙

動 を把握 し ， せ ん断設計法を提案する 。

2．実験概要

2．1 試験体擬要

　試験体は 2 体で ， 6 層 3 ス パ ン （中央 1 ス パ

ン が連層耐震壁）の 中低層 RC 造建物 を想定 し

た。実験対象は ，そ の 最下層 3 層 の 中央 1 ス パ

ン を 40％ ス ケール で モ デル 化 した。実験 パ ラ メ

ー
タは文献 3）よ り求め た 開 口 周 比 で ある。試験

体 S1 で は開口周比 を 0．3 と し ， 試験体 Ll では

規 準値 0，4 を上 回る O．46 と した 。 表
一 1 に試験

体 の 断面お よび配筋を示す 。 配筋量は文献 3）に

従 っ て 求 めた 。 但 し，開 口 に 隣接す る 柱部分で

の せ ん断破壊で壁 と し て の 耐力が決ま る こ とを
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防止するた め，補強筋は 2一φ10＠ 75 （補強筋比

0．63％） と多め に した。なお，開 口 周囲の 縦補強

筋は 基礎に 定着 して お り曲 げ強 度に寄与す る。

す べ て の 試験体で 耐震壁 の 曲げ耐力 が ， せ ん 断

耐力を上回 る よう文献 1）を用い て設計 した 。

　図
一 1 に試験体の 寸法と配筋を示 す。い ず れ

の試験体 も 3 層 1 ス パ ン の 連層耐震壁で ある 。

載荷梁による耐震壁 の 拘束効 果 を緩和す るた め

に，第 3 層を設け，変形性能 などの 評価は 下層

2 層で 行 っ た
。 但 し，載荷装置の 制 約 か ら 3 層

目は 1，
2 層 目の 半分の 高 さと した。

　使 用 した鉄筋お よび コ ン ク リ
ー トの 力学的特

性を表一2 及び 表
一 3 に示 す 。 また ， 壁板 の 水

平方向には，試験体 S1 に 4 本 ， 試験体 Ll に 3

本 の 型枠用 セ パ レータ が各階で 使 用 され て お り ，

せ ん 断耐力に 寄与す る。なお ，型枠 用 セ パ レ
ー

タは φ 5   を使用 した 。

表一3 コ ン ク リ
ー トの 力学的性 状

脚
400x

開ロ

400x

開口

400x

3国｝ 400 1  0

 

 

表
一 1 断面 および配 筋

開 口 補強筋 以 外 は 両 試験体 共通
開ロ

750x

開ロ

750x

開ロ

750x

（a）試験体 S1

肛n 1“O3 噂 權 

3coo

　　　　　　 f））試験体 Ll

図
一 1 試験体寸 法およ び配 筋 （単位 ：   ）

表一2 鉄筋の 力学的性状

呼 び径 降伏　度 （MPa ）引張強度 （MPa）弾性係 数 （GPa ）

D6 425 538 204
10 366 509 180

D13 369 522 重89
D16 姻 569 博4
D19 384 616 183
D25 382 597 188
S10 985 1143 197

’ レ
ー 1260 1461 759

但し，S10 およびセパ レ
ー

タの 峰伏強度は0．296の オ フセ ッ ト値である。

2．3 載荷方法

　載荷装置を 図
一 2 に 示す 。 水 平力 は ジ ャ ッ キ

か らア
ーム を介 して チ ャ ン ネル 材 に伝わる。加

力は ， 東側 方向 へ の 載荷を 正 方向と定義 し て ，

全体変形角 を制御す る変位 制御型正 負交番 静的

繰 り返 し漸増載荷で あ る 。 但 し，全 体変形角は

2．4 節で 定義す る 。 200kNで 1回，そ の後，全体

変形 角が 0．04％，0．1％ ，0．25％，0．5％，O．75％，
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1．0％で各 2回 ず つ 繰 り返 した 。 壁板にせん断す

べ りが生じ た後，半サイ クル で 載荷終了 と した。

　鉛直載荷は 試験体 S ユ で は 6 層 3 ス パ ン の 長

期軸力に対応す る 800kN （軸力比 17．7％）。 試験

体 Ll で は 6 層 1 ス パ ン の 長期軸力 に対応する

488kN （軸力比 9．4％）を維持 し た p 但 し，載荷

終了時，柱は十分に健全 で あ っ た の で ， 軸力 の

違い に よるせ ん断耐力へ の影響は非 常 に小 さい

と考 えられ る。

　また
， 曲げ降伏 に 先行 して せ ん 断破 壊す る よ

う， せん断 ス パ ン 比 （＝M ！Qd）を 1．0 と し，鉛

直ジャ ッ キ の 制御を式（1），式（2）の 水平力の 増減

に比例 した変動軸力 を与えた。

　　　Nw 　and 　NE ・＝ ±O．42Q ＋ 400kN （Sl ）　　（1）

　　　Nw 　and 　NE ・＝ ±O．42Q ＋ 244kN （Ll）　　（2）

　こ こ で ，NE お よび Nw は ， それ ぞれ西側お よ

び東側 の 柱の軸力（kN ），　Q は 2000kN ジ ャ ッ キ

に よっ て与 える水 平力（kN）で ，東方向の加力を

正 とする 。

西

　 　 　 負方 向　　　　　　　　　 正 方 向

図
一2 載荷装置 （単位 ：   ）

東

2，4 計測方法

　図一 2 に 示す片矢印は反力床 に固定 した載荷

フ レ
ーム か らの 計測による絶対変位，両矢印は

試験体に埋設 した 2 標点間の 計測に よる相対 変

位を指す。

　相対変位 計測 用 の 変位 計に て 壁板及び側柱の

変形 を計測 し，曲げ変形及びせ ん断変形 を足 し

合 わせて ， 点 A の 水平変位 を求め，高 さ 2650  

で 除 した値を全体変形 角 とした。

3．実験結果

3．1 破壊性状

　図一3 に試験体 の 載荷終了時で の ひび割れ状

況 を示す。試験体 S1 で は 全 体変形角 が 0，04％

にお い て壁板に せ ん断 ひ び 割れ，引張側柱の 曲

げひ び割れが観察 された 。 0．1％ で 壁板 の ひび割

れが梁に進展 し，0．5％ に至 るま で の 区間で 壁板

の せ ん 断ひび割れお よ び 柱の 曲げひ び割れ が増

加 し た 。 0．5％ で コ ン ク リ
ー

トの 剥離 ・剥落が生

じ，
− 0．5％ で 1 階壁板隅角部 の 圧縮域の コ ン ク

リ
ー

トが圧 壊 した。正 負 と もに 0．75％ に至 る区

間 では大きく剥離 ・
剥落が進行 し，0．16％お よ

び 一〇．46e／． で せん断破壊 した 2 ，
3 階の短 ス パ

ン 梁 の 変形が 目視で 分か る ほ ど顕 著に な っ た 。

− 0．75％で 1 階壁板隅角部 の 開 口補強筋 と壁縦

筋 が座屈 し，− 1．0％で壁板 にせ ん断す べ りが発

生 し急激な耐力低下 を起 こ した。正 側で 3 階の

壁板 と載荷梁 との 境界で 離間が生 じ耐力低下を

起 こ した た め 載荷を終了 し た 。

　試験体 L1 で は全 体変形 角が 0．04％ にお い て

壁 板にせ ん断ひび割れ ，引張側柱に 曲げひ び割

れ が観察 され た。0，25％ で 2 階開 口 の 下面が 開口

補強筋 に沿 っ て大 き く割れ ，0．5％に至 るまで の

区間で 壁板の せ ん 断ひ び割れお よび柱 の 曲げひ

び 割れ が増加 した。 2 ， 3 階の 短 ス パ ン 梁 の ひ

び割れ は S1 ほ どではなく，曲げひ び割れが入る

程度 であ っ た 。 O．5％で 3 階の 開 口 上部の コ ン ク

リ
ー

トが剥離 ・剥落し ，

− 0．5％ で 1階開 口 の 壁

縦筋が座屈，− 0．75％ で 剥離 ・剥落が進行 し た
。

− 1．0％ で 1階壁板が ス リ ッ プ を起 こ し壁横筋が

は らみ壁筋に沿 っ て ひ び割れが大 きく伸び たが，

S1 の よ うな決定的な耐 力低下には至 らなか っ

た。 L5 ％ で 2 階の 壁板 がせん 断破壊 し急激な耐
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力低 下 を起 こ し，− 2．0％ で 1 階壁板 の 圧 壊 が

除 々 に進行 し水平力が横ばい にな り載荷を終 え

た。

（a）試験体 Sl　　　 （b）試験体 L1
　　　 図一3 ひび割れ状況

3．2 水平荷重・全体変形 角関係

　図
一4 に試験体 の 3階梁位置で の 荷重

一
全体

変形角 関係 を示す 。 但 し ， CBは層せ ん 断力係数

で 水平荷重 を長期軸力 で 除 し て 求 め た。

　両試験体 とも全 体変形角 0，5％前後で 最大耐力

を示 し，そ の 後は耐力低下 をお こ し て い る。最

大耐力は試験体 S1 で 正 967kN，負 837kN，試

験体 1．1 で正 686kN ， 負 649kN であ り， 圧縮束

を支持する耐 震壁側 柱 の 有無か ら正 方 向 と負 方

向の 最大耐力に差が生 じて い る。

　試験体 Sl で は最大耐力後 ， 急激 な耐力低 下を

起 こ して い るが ， 試験体 L1 で は緩やか で ある。

最大耐力時の 全体変形角は，試験体 S1 で 正 方向

0．42％，負方向 0．40％ で あ り， 試験 体 Ll で 正

方向 0．65％，負方向 0．71％ であ る。試験体 S1

では短 ス パ ン 梁の せ ん 断破壊に よ っ て架構全体

の 耐 力低下が 早期に訪れ て い る 。
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4，実験結果の 検討

4．t 耐震壁の せ ん断耐力の 検討

　 表一 4 に 各試験体の せ ん 断耐力の 計算値を示

す。算定式は以 下に示す 3通 りで，無開 口 と し

た 時の 耐震壁 の せ ん 断耐 力 を算定 した 。 次 に ，

開 口 に よる低減率 を以下に示 す 2 通 りで 算定 し ，

無開 口 と した時 の 耐 震壁 の せ ん断 耐力 に低減率

を乗 じて 試験体 の せ ん 断耐力 を求 めた。ま た，

比較の た め実験値を計算値で 除 し た安全率を 示

し た 。なお ，両試験体 ともに各層 の セ パ レ
ー

タ

が せ ん 断耐力 に寄与する と考 え られ る の で ，こ

れ を耐震壁 の 壁 横筋 に算入 した。また ， 連層ア

ーチ機構を考慮 して ，ア
ー

チ の 角度 は壁 全体か

ら求め た 。 以 下 にせ ん 断耐力 お よび低減率の 算

定式を示 す 。

（a）文献 1） （以 下，靭性式 と略記 ）； 連層 の 耐

力式 で ，有効幅 を考慮 し た もの
。

コ ン ク リ
ー

ト

の 圧縮強度 の 有効係 数は下 限値 を用 い た 。 記号

お よび詳 細は文献 1）を参 照。

K 冨 砿 、P，
σ

馴
。・tφ

　 ＋ 伽 θ（1
一
β）らい σ

。
12 （3）

　　　Vo ＝ O．7 一σ
B
　1200　　　　　　　　　　　（4）

（b） 文献 2） （以下，性能 式 と略記）：連層の耐

力式で ，有効幅を考慮 した もの 。算定式は 式 （3）

に準 じる。コ ン ク リ
ー

トの 圧縮強度 の 有効係 数

は 平均値 を用 い た。 コ ン ク リー ト記号お よび詳

細は 文献 2）を参照 。

　　　Vo ＝ O．8一σ B　／200　　　　　　　　　　　（5）

（c）文献 4） （以 下 ， 防災式 と略記）：耐震壁 の
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せ ん 断終局強度。記号および詳細は文献 4）を参

照 。

傷 ・撫 齬
）
・ 幡 阿 凱 極

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （6）

低減率は，以 下の 2 つ で算定 した。

（A）建築学会規準
3）

の 低減率，r （以下，学会低

減率 と略記 ）：記 号お よび詳細 は文献 3）を参照 。

　　　r ＝1一η　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

　　　・
・ 一 ｛傷 争｝　　

（8）

（B）小野 ら
5｝

の 低減率，ru （以 下，小 野低減率

と略記）：圧縮応力場を形成す る壁板の 領域を考

慮 した耐力低減率 。 詳細は文献 5）を参照 。

r
．

・ VPt7Ai （9）

た だ し ， ΣA
．

・ 壁板 の 斜め ひ び割れ傾斜角 を

45
°

と した ときの 圧 力場 を形成す る壁板 の 面積

和で 図
一5 参照 ， 〃 ；壁板 の 面積

　 　 　 　 Ae

　 　 −　lt、　
tt

（a ）正方 向　　　　　 （b）負方 向

図一 5 圧 力場を形成す る壁板の 面積

吟1？ド ’手言弓」
LA ● ・「 ド

表一4 実験値と計＃値の比較

　図
一6 に靭性式お よび防災式に学 会低減率お

よび小野低 減率 を乗 じたせ ん 断耐力 と実験結果

との 比 較を示す 。

1000

 

。

弸

（
丕｝
口

揮
蒔
愚

一leOO
　

−1．5　　卩1　　
−
（LE　　 O　　 O5　　 1　　 1．5　　 2

　 　 　 　 　 　 　 金体亶瓢角（gc）

　　　　　（a）試験体 Sl
園旧

櫛

　
。

朝

（
董》
鯛
館

酔
篝

一〇〇〇

4 　　−1S 　　−1　 −（LS　　O　　 O5　　 1　　 1S 　　 2
　 　 　 　 　 全体 n 角（劾

　　　 （b）試験体 L ユ

　 図
一 6 耐 力式 との比較

（1）開 口 の 大きさに よる影響

　表一4 か ら試験体 Sl と試験 体 L1 を比較す

る と，コ ン ク リ
ー

ト強度が高 く作用 軸力 の 小 さ

い Ll の 方が安全率は低 くなる傾向が見 られる 。

靭性 式お よび 性能式で は安全 率が 1．0 を下回 る

計算値 もあ るが ，耐震診 断に用 い られ る防災式

で は全 て 安全側 の 評 価で あ り，安全 率も他の 計

算式に 比 較 し て 高い
。 学会低減率を用 い た場合

は ど の 式 で あ っ て も，試 験体の せ ん 断耐力を全

て 安全側 に評価で きた。ま た，防災式で はせ ん

断耐力 を 1．6 以上 の 安全 率で評価で きる。

（2） 開 口 が偏在 して い るた めの 影響

　開 口 が偏在する場合 ， 耐震壁が 左右非 対称 で

あ るため ， 載荷方向に よ る耐力の 差が生 じ るが

学会 低減率は これを評価で き ない 。実験値よ り

求めた耐力差 の 比率 （正側 ／負側 ）は試験体 Sl

で は 1．15， 試験 体 Ll では 1．06 で あ る。小野低

減率の 耐力差の 比 率は 両試験体 とも 1．09 で ある

の で，載荷方向に よる耐力の 差に関して 5％程度

の 差 で 評 価で き て い る。

　また ， 試験体 L1 で 載荷方向 に よ る 耐 力 の 差

が 小 さか っ た原因 は ，ア ー
チ の 角度に あ ると考

え られ る。試験体 Ll の 正側で の ひ び割れ 角度
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は式 （9）で 仮定 した 45°

に 比 べ て 60°

程度で

あ っ た。正側では ア
ーチの 負担分が減少 し耐力

が低 くな っ た と考え ら れ る。し か し，小 野低減

率で は 壁板の 斜め ひ び割れ傾斜 角を 60
°

と した

場合，低減率は小 さ くな り危 険側 の 評価 となる 。

小 野低減率で は，連層耐震壁の 場合の評価方法

は示 されてお らず ， 検討 の 余地 を残 して い る e

4．2 短ス パ ン 梁 のせ ん 断に対す る検討

　S1 の 短 ス パ ン梁は 全体変形角 0．06％で ひ び割

れ が確認 され ，全体変形角 0．16％ で 梁 の せ ん 断

補強筋が降伏 した。梁が健全で あれ ば壁板 の せ

ん 断破壊 時期が遅 くなるが，現在 の規準で は短

ス パ ン梁の 検討は必 要 な く ， 設 計者 の 判断 に任

され て い る 。

　そ こ で ，短 ス パ ン梁に つ い て 以 下 に 示す 方法

で ，降伏耐力の 算定 を行 っ た。入力全せ ん断力

を Q とする。耐震壁全体を剛体 として考え た 時

の ，偶力の 釣合い に よる鉛直力 Nc は耐震壁の 高

さ h ←375Cimm）を柱心 間隔距離 1 （−2500  ）

で 除 した も の に Q を乗 じ て Nc ≡ 　h ！lxQ

（＝ 1．5Q ）。　Nc は載荷梁，基礎梁，2 階及び 3 階

梁 に開 口 部分の 断 面積に応 じて 均等に分布 され

る と考 え る 。 Nc ＝ Qin　1＋Qin2＋Qin3＋Qin4で あ

り，短 ス パ ン 梁が負担する せ ん 断力 Qin2，　Qin3
は 面積比 α 　（本試験体で は 0．14） よ り求ま り，

Qin2＝ Qin3＝ α× h ／1 × Q （ニ 0．21Q＞となる。（図

一7 参照）

　　　　　　　一
　　　　　　　｝・

→

　　　　　　　
一

匹

r’　レ ：

「 黶

N 。

1　 恥 3

弓
翠

．繍 講
ゴ

r
・．2 輔 喚

騨 馨 N
i遠 緊

馬

隙
一．…

瞬

…1 陣 ・

嶼 ≒睡
12
广

モ
』

Q

h

　

　　　　　　　　 1
図一7 有開ロ 耐震壁に おけ るカの 釣合い

　試験体 S1 の 3 階短 ス パ ン 梁の せ ん断補強 筋

の 降伏は Q ＝ 694kN で Q血 3＝ 146kN となる 。 文

献 D よ り算出 した短 ス パ ン 梁の せ ん断耐力 は

117kN である。また，　Ll 試験体の 2 階短 ス パ ン

梁 の せ ん 断 補 強 筋 の 降伏 は Q＝ 624kN で

Qin2＝ 131kN となる。文献 1）よ り算出 した短

ス パ ン梁の せ ん断耐力 は 125kNで ある 。
っ ま り ，

図一 7 に よる方法で 設計せ ん断力を決 め，文献

1）に よる方法で せ ん 断耐力 を求めれ ば ， 短ス パ

ン 梁の 設 計が でき るこ とが示 され た 。

5．結論 と今 後の課題

　せ ん 断破壊す る よ う設 計 した 偏在開 口連層耐

震壁 の 静的載荷実験を行 い ，以 下 の 知 見が得 ら

れ た 。

（1 ）開 口 が多層および偏在す る場合 の 耐震壁

の せ ん 断耐力 を既往 の せ ん 断耐力式お よ び 低減

率 を用 い て 評価 した。そ の 結果，開口 周比 が 0．4

以上 で あ っ て も， 建築学会規準
3）
の 開口低減率を

靭性保証型指針 りまた は 防災協会耐震診断基準
4）

の せ ん 断耐 力式 に 乗 じ る 事 に よ っ て ，本 実験試

験体 の せ ん 断耐力を安全側に評価で きた。また ，

小野 ら
5｝の 低減率は，載荷方向に よる耐力の 差

につ い て概ね評価 で きた。

（2 ）短 ス パ ン 梁 に 入 力す るせ ん 断力 を概算す

る手法 を示 し，短 ス パ ン 梁せ ん 断終局時 の 入力

せ ん断力は ，靭性 保証 型指針
1）
で 算定 したせん 断

耐力 と概ね
一

致 して い る こ とを確認 し た e
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